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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

「労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発に関する研究」 

（H28-労働-一般-004）主任：島津明人 

総括研究報告書 

 

主任研究者 島津明人 北里大学一般教育部教育科学センター・教授 

 

研究要旨 

 

本研究では，（1）労働生産性の多面的測定手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄与す

る健康増進手法について主要な職種・業種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイドライン

で提示された介入手法の有効性の科学的検証，（4）これらの手法の具体的な手順を示すマ

ニュアルの開発，を目的とする。本研究では，生活への支障が大きい健康問題であるメン

タルヘルスと腰痛に注目した。 

2 年目にあたる本年度は，①労働生産性の多面的な測定手法を提案するために，労働生産

性の心理社会的・経営学的指標と健康指標との関連を検討した。②主要な職種・業種ごと

の健康増進手法に関するガイドラインの開発を行うために，主要な職種・業種ごとの健康

増進に関する対策優先順位の検討を行った。③労働生産性の向上に寄与する健康増進手法

の効果検証を行った。 

 

1. 労働生産性の測定手法の検討：心理社会的指標，生体工学的指標，経済学的指標に関

して，既存および新規の実証データの解析を行った。 

2. 主要な職種・業種ごとの健康増進に関するニーズと課題の分析：科学的根拠および産

業保健スタッフ等への意見調査に基づき，ニーズと課題の抽出およびガイドラインの

作成を行った。 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の検討：メンタルヘルスの向上手法に関し

て，職場環境へのポジティブアプローチ，CREW に関する文献レビューと日本版

CREW の実践と効果検証，ジョブ・クラフティング介入プログラムの開発とその有

効性の検証，および腰痛予防の大規模介入研究を行った。 

  

本研究では，実証データの解析を通じて，労働生産性の測定における心理社会的指標，

生体工学的指標，経済学的指標に関する有用な情報が得られた。また，科学的根拠と産業

保健スタッフ等への意見調査から，主要な職種・業種ごとの健康増進に関するニーズと課

題が抽出され，有望なガイドライン（案）が提案された。さらに，労働生産性の向上に寄

与するメンタルヘルス対策に関して，組織および個人のポジティブな要因に着目した介入

アプローチが有用である可能性が示された。加えて，勤労者の腰痛に関して，腰痛体操や

心理教育などの予防対策の実施により，そのリスクを低減できる可能性が示唆された。 
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分担研究者 

西 大輔 東京大学大学院医学系研究

科・精神保健学分野・准教授 

荒川 豊 奈良先端科学技術大学院大学

ユビキタスコンピューティングシステム・

准教授 

黒田祥子 早稲田大学教育総合科学学術

院・教授 

松平 浩 東京大学医学部附属病院運動

器疼痛メディカルリサーチ＆マネジメント

講座・特任教授 

中田光紀 国際医療福祉大学大学院医学

研究科・教授；国際医療福祉大学赤坂心理・
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梶木繁之 産業医科大学産業生態科学研

究所産業保健経営学研究室・非常勤講師 

 

A. はじめに 

本研究は，（1）労働生産性の多面的測定

手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄与

する健康増進手法について主要な職種・業

種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイド

ラインで提示された介入手法の有効性の科

学的検証，（4）これらの手法の具体的な手

順を示すマニュアルの開発を目的とする。

特に本研究では，労働者の日常生活におけ

る大きな健康問題であるメンタルヘルスと

腰痛に着目する（図参照）。 

わが国では，メンタルヘルスの第一次予

防対策について，職場環境改善，管理監督

者教育，セルフケア教育のガイドラインが

作成されている。しかし，ガイドラインの

推奨内容はメンタルヘルス不調の未然防止

策に限定され，労働生産性の向上にも寄与

する方策は取り上げられていない。また，

腰痛に関しては「心理社会的ストレスが強

く影響する」「安静よりも運動が有益」など

従来とは異なる事実が示されており，その

概念は転換期を迎えている。 

2 年目にあたる本年度は，①労働生産性

の測定手法の提案を行うために，学際的ア

プローチによりその可能性を検討した。②

主要な職種・業種ごとの健康増進手法に関

するガイドラインの開発を目的とし，労働

者の健康増進に関する対策優先順位を検証

した。③労働生産性の向上に寄与する健康

増進手法を探索し，それらの効果の検討を

行った。 

 

B. 対象と方法 

1. 労働生産性の多面的な測定手法の提案 

1）心理社会的指標（西大輔他） 

 労働生産性の心理社会的・経営学的指標

と健康指標との関連を検討するために，既

存データである Japanese Study of Health, 

Occupation, and Psychosocial Factors 

Relates Equity（J-HOPE）を用いて，労

働時間とワーク・エンゲイジメントおよび

労働生産性に関する実証研究を行った。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

 昨年度は，メンタルヘルスや労働生産性

を定量的に計測可能な指標の探索を行った。   

その結果を踏まえて，本年度は，生体セン

サーを搭載したウェアラブルデバイス

SmartBand 2（Sony 社製）を用いて，生

体工学指標（心拍数や歩数など）のデータ

を採取し，それらが主観的な生活の質

（QOL）や体調を予測するうえで有用な指

標となりうるかを検討した。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

①働き方と労働者のメンタルヘルスとの関

係について，労働者の追跡調査（『人的資本
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形成とワークライフバランスに関する企

業・労働者調査』の個票データ）から得ら

れた結果を，異なる分野（産業保健や疫学）

の専門家を交えて学際的にアプローチし，

再度検討を加えた。 

 

②労働者のメンタルヘルスと職場の生産性

との関係について，大手小売業 A 社からの

協力を得て，従業員の満足度調査をアセス

メントするとともに，職場の売上情報等の

情報を入手した。そして，これらのデータ

を用いて労働者のメンタルヘルスが職場単

位の生産性にどのように影響するかを経済

学的手法により解析を行った。 

 

2. 主要な職種・業種ごとの健康増進手法に

関するガイドラインの開発 

1）科学的根拠に基づく対策優先順位の検討

（中田光紀） 

 生産性の向上と健康増進の関連に関する

プログラムの文献レビューを行い，既存デ

ータを用いて，業種別に腰痛とメンタル不

調の有無と，生産性と直結する病欠や風邪

罹患の関連を検討し，ガイドライン（案）

を作成した。 

 

2）専門職の意見調査に基づく対策優先順位

の検討ならびに生産性向上と健康増進の両

立を可能にする①メンタルヘルス対策（１

次予防）と②腰痛対策（腰痛予防）のガイ

ドライン（案）の作成（梶木繁之他） 

本研究では，労働生産性について多面的

な測定手法を確立し，生産性の向上と健康

の増進の双方に寄与する介入手法について，

主要な職種・業種ごとのガイドラインを開

発することを目的とした。ガイドラインの

開発にあたり本年度は情報通信産業と医療

機関（特に看護職）の産業保健スタッフや

人事労務担当者など労働者の健康課題に精

通されている方々のインタビュー調査を行

った。企業（事業場）毎に 1～2 時間のフォ

ーカスグループインタビュー形式とし，イ

ンタビュー内容を録音して書き起こしたの

ち，記載内容を対象者に確認することで発

言の正確性を確保した。 

その後，平成 28 年度の結果と合わせて

「生産性向上と健康増進の両立を可能にす

る 1)メンタルヘルス対策（１次予防）と 2)

腰痛対策（腰痛予防）のガイドライン（案）」

の作成を行った。作成は，主任研究者（島

津）および分担研究者（中田）とともに，

平成 29 年 5 月，11 月，平成 30 年 1 月の 3

回にわたり各回 2～3 時間をかけて，ガイド

ラインの構成や記載内容について話し合い

を行った。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）メンタルヘルスの向上手法（島津明人他） 

①職場環境へのポジティブアプローチ 

平成25－27年度厚生労働科学研究費補

助金（労働安全衛生総合研究事業）「事業

場におけるメンタルヘルス対策を促進さ

せるリスクアセスメント手法の研究」

（H25-労働-一般-009：主任・川上憲人）

の成果物である「職場環境改善ポジティブ

版マニュアル」に関して，本マニュアル

（案）を事業場においてより効果的に活用

するため，マニュアル（案）改訂のための

情報収集および動画マニュアル作成に向

けた撮影などを行った。具体的には，医療

業（病院）における看護部の看護師長を対

象として，職場活性化ワークショップを実

施し，動画の撮影を行った。ワークショッ



6 
 

プは，昨年度（平成 28 年度）本分担研究

において作成したマニュアル（案）「職場

環境へのポジティブアプローチ」に掲載さ

れている「資料３：職場活性化参加型討議

タイムテーブル」の手順に沿って進行した。 

 

②CREW に関する文献レビューおよび日

本版 CREW の実践 

メンタルヘルス不調を予防するための

介入として，職場の人間関係の向上を通じ

て職場の活性化を図り，ワーク・エンゲイ

ジメントを向上させることを目的とした

CREW（Civility, Respect & Engagement 

at Work）が挙げられる（島津，2015）。   

本研究では，平成 28 年度に行った

CREW 文献レビューと大学病院で実施し

た事例をもとにCREW プログラムのマニ

ュアルの原案を作成し, そのプログラム

の前後比較試験を実施した。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラム

の開発と効果の検証 

Wrzesniewski and Dutton (2001) の理

論に基づくジョブ・クラフティングに着目

した支援プログラムを開発し，281 名の労

働者を対象に，その効果を無作為比較試験

により検討した。 

 

2）腰痛予防の大規模介入研究（松平浩） 

病因の職員を対象に，簡単に実施可能な

体操と産業理学療法士による教育・相談の

実践が，腰痛対策に効果的であるかどうか

を無作為比較試験により比較検証し，その

6 ヶ月後にフォローアップ調査を行った。 

 

C. 結果 

1. 労働生産性の測定手法の提案 

1）心理社会的指標（西大輔他） 

2194 人の本研究参加者のうち, 欠損値を

除いた 2093 人の回答を統計解析に用いた。

研究参加者の 88.9％は男性であった。また，

研究参加者の 52.7％が週 41 時間以上 50 時

間以下の労働を行っていた。 

重回帰分析の結果, ワーク・エンゲイジ

メントは生産性と強く関連すること，ワー

ク・エンゲイジメントを調整すると労働時

間は生産性と関連しないこと， ワーク・エ

ンゲイジメントの高さによって労働時間と

生産性の関連に差が生じる可能性が示唆さ

れた。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

 QOL については紙ベースの主観的なア

ンケートの 60%以上の項目に関して，心拍

センサと加速度センサで 8 割程度の精度で

推定可能であることを明らかにした。また，

体調については，過去 3 日分の心拍センサ，

歩数，睡眠情報を用いることで 9 割以上の

精度で推定可能であることを明らかにした。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

①労働者データを用いた検証の結果 

従業員を 4 年間追跡調査したパネルデー

タを用いて，労働時間の長さと，仕事満足

度，メンタルヘルスとがどのような関係に

あるかを検証した。 

分析の結果，労働時間が長くなるほど，

労働者の仕事満足度が高くなることが明ら

かになった。具体的には，その他の条件を

一定とした場合，週当たりの労働時間が 55

時間を超える辺りから，仕事満足度が上昇

していくことが観察された。しかし一方で，

メンタルヘルスと労働時間との関係につい

ては，仕事満足度とのような関係は見いだ
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せず，労働時間が長くなるほどメンタルヘ

ルスが悪化する傾向が明らかになった。 

 

②企業データを用いた検証の結果 

ワーク・エンゲイジメントは，雇用形態

別に大きな差があることが明らかとなった。

具体的には，正社員に比べて，地域限定の

正社員のほうがワーク・エンゲイジメント

は低く，パート社員はさらに低いことが分

かった。正規と非正規の格差が社会問題化

している昨今のわが国において，雇用形態

によってポジティブなメンタルヘルスにも

違いがあることが明らかとなったことは特

筆に値するといえる。また，職場の同僚や

上司のサポートなど，仕事や職場の資源の

影響を制御したうえでも，店舗間でワー

ク・エンゲイジメントに統計的に有意な差

があることも分かった。 

次に，従業員のワーク・エンゲイジメン

トの違いが，職場の売上高にどのような影

響を与えているかについての分析に着手し

た。現段階では，ワーク・エンゲイジメン

トと売上高との間に正の相関があることが

確認された。 

 

2. 主要な職種・業種ごとの健康増進手法に

関するガイドラインの開発 

1）科学的根拠に基づく対策優先順位の検討

（中田光紀） 

文献レビューの結果，生産性の向上と健

康増進の両立を可能にする完成されたプロ

グラムは存在しないが，個別の疾患がどの

程度の生産性の低下と関連するかという論

文は見出され，既存データの解析によって

もこれが確認された。 

 

2）主要な職種・業種ごとの健康増進に関す

るニーズと課題の分析：専門職の意見調査

に基づく対策優先順位の検討（梶木繁之他） 

インタビュー調査の結果，情報通信産業

と看護職のいずれも，労働生産性に最も寄

与している健康課題はメンタルヘルス不調

であった。情報通信産業のうち，特にシス

テムエンジニアにはメンタルヘルス不調者

が多い傾向が見られた。その背景には，客

先での勤務であるなど，業種特異的な要因

が存在した。メンタルヘルス不調者は，以

前は 20 歳代が多かったが，最近は各年代で

満遍なく発生していた。看護職は，長時間

労働，裁量権の少なさ，責任の重さ，患者

の体位変換などの仕事の負担が腰痛の要因

になっている可能性が明らかとなった。ま

た以前からメンタルヘルス対策をマネジメ

ントシステムを用いて展開してきた職場で

は， 第 2 次予防や復職支援の充実などの改

善が見られた。 

不調の原因に関して，ここ数年は，家庭

や自分の私的問題に起因するものが増えて

いた。以前は職場に馴れずに体調を崩す入

職 3 年目までの若手が多かったが，最近で

は勤務歴の長い個人で増えており，メンタ

ルヘルスに関連する新たな課題に直面して

いることも明らかになった。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）労働生産性の向上に寄与する健康増進手

法の検討：メンタルヘルスの向上手法（島

津明人他） 

①職場環境へのポジティブアプローチ 

・強みチェックリスト実施による職場の特

徴の把握：同事業場に所属する看護師

191 名を対象に，事前に「職場の強みチ

ェックリスト」を実施した。 
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・講義：ワークショップの参加に対する動

機づけとワークショップに対する理解を

深めるため，社会保険労務士による職場

の強みに関する講義を実施した。 

・参加型ワークショップについての説明：

各グループで役割分担を決定したのち，

ワークショップ討議の内容・流れ・時間

配分を説明した。次に，本ワークショッ

プの導入として，①職場活性化対策の目

的，②参加型ワークショップの目的，進

め方，時間配分，ルールについて説明し

た。 

 

・集計結果の見方の説明 

全体の調査結果を配布し，集計結果表の

見方と活性化対策のポイントを解説した。

具体的には，参加型討議１において職場

の強みの抽出を試み，参加型討議２では，

参加者全員で話し合い，活動計画の具体

的内容の決定を行った。最後に，ファシ

リテーターが中心となって活動計画の発

表と全体の取りまとめを行い，肯定的に

振り返るきっかけを与え，計画の実行に

つなげた。 

 

 

②CREW マニュアル原案作成およびプロ

グラムの実施 

平成 28 年度に行った CREW 文献レビュ

ーと大学病院で実施した事例をもとに

CREW プログラムのマニュアルの原案を

作成し, その効果の前後比較試験を実施し

た。CREW セッションは全 10 回実施され, 

各回およそ 15 分間であった。 

事前調査の自由記載には「良い取り組み

だと思い, 期待している」といった記載が

あった。また，自記式調査票の結果につい

ては現在分析中である。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラム

の開発と効果の検証 

・介入群参加者の基本属性：男性が多く，

職種は専門職や事務職，また雇用形態は

正規雇用が多かった。 

・研修の満足度および理解度：１回目およ

び２回目研修ともに，８割以上が「満足，

または，やや満足」かつ「理解できた」

と回答した。 

・研修の感想：「研修を通して自分の働き方

を振り返り，前向きに捉えることができ

て良かった」「ジョブ・クラフティングを

学んで，仕事のやりがいや楽しさは大切

だと感じた」などポジティブな意見が得

られた。一方で，研修の満足度が「どち

らでもない，または不満」と回答した参

加者からは，「裁量権が少ない職種（教師

など）に対しては，ジョブ・クラフティ

ングは合わない気がした」「ジョブ・クラ

フティングの大切さは理解できるが，自

分が実行できないことを残念に感じる」

などの意見も得られた。 

 

2）腰痛予防の大規模介入研究（松平浩） 

腰痛と関連情報を把握するためのアンケ

ート調査を行った結果，腰痛の自覚症状改

善の割合は，A 群（対照群：無介入）で 13.3%，

B 群（腰椎伸展体操の普及・実践）で 23.5%，

C 群（B の介入+産業理学療法士による腰痛

教育・相談の実践）で 22.6％と介入群で上

昇していた。また腰痛予防対策の実行度は

コントロール群で低くなっていた。 

多変量を調整した Logistic 回帰分析の結

果，B の介入，C の介入とも有意に腰痛を

改善（コントロール群の約 2 倍）すること
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が分かった。また Fear Avoidance Beliefs 

Questionnaire（FABQ）が 15 点未満であ

ること，すなわち腰痛にする恐怖回避思考

が強くないことは腰痛改善の因子であるこ

とが明らかになった。 

 

D. 考察 

1. 労働生産性の測定手法の提案 

1）心理社会的指標（西大輔他） 

本研究には，横断研究のため因果関係は

明らかにできないこと，研究参加者の 9 割

が男性であり一般化可能性が担保されてい

ないこと，presenteeism を生産性の高さの

指標としていること等の限界があるが, 労

働生産性の向上には労働時間の長さではな

くワーク・エンゲイジメントの向上が重要

である可能性が示唆された。また，経営学

的な観点からも，企業からの協力を得て調

査を実施中であり，来年度（平成 30 年度）

に結果を報告できる予定である。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

 本研究では，1年目の調査から発展させ，

ウェアラブル機器を用いて，実生活内で生

体データ及び行動データを収集し，そのデ

ータに基づいて，労働生産性の関係する

HRQOL と体調の推定と予測を行う技術を

開発した。HRQOL については，旧来の調

査票 26 項目中 17 項目についてはセンサで

補完可能であることがわかり，体調につい

てはフィジカルヘルスとメンタルヘルスを

88.1%，93.1%で推定可能であることを示し

た。さらに，次の日の体調についても同程

度の精度で予測可能であることを示した。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

①労働者データを用いた検証結果の考察 

本分担研究の結果は，労働者の裁量に完

全に委ねた労働時間の決定は健康を損なう

可能性を高める可能性を示しており，自律

的な働き方の拡充が展望される昨今におい

て，より慎重な検討が必要であることを示

唆している。 

②企業データを用いた検証結果の考察 

平成 29 年度に着手した分析結果からは，

ポジティブなメンタルヘルス指標であるワ

ーク・エンゲイジメントが高い職場ほど，

売上高が高い可能性があるとの示唆を得る

ことができた。最終年度は，さらに厳密な

検証を行うことにより，健康と労働生産性

との関係について，有益な知見を得ること

を展望している。 

 

2. 主要な職種・業種ごとの健康増進手法に

関するガイドラインの開発 

1）科学的根拠に基づく対策優先順位の検討

（中田光紀） 

 情報通信業ならびにサービス業の従業員

を対象に腰痛ならびにうつ病の病欠日数，

風邪罹患回数を特定する解析を行った。そ

の結果，情報通信業，サービス業共にうつ

病において病欠日数が多く，生産性の低下

に寄与すると考えられた。腰痛に関しては，

病欠日数は腰痛ありが，なしよりも有意に

多いことが判明したが，うつ病ほど日数は

多くなかった。一方，風邪罹患回数につい

ては，情報通維新業では腰痛，うつ病によ

って回数に大きな差は認められなかった。

サービス業でも同様の傾向が認められた。 

 ガイドラインに関しては，今後改定が必

要であるが格子は概ね決定した 

 

2）主要な職種・業種ごとの健康増進に関す

るニーズと課題の分析：専門職の意見調査
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に基づく対策優先順位の検討（梶木繁之他） 

 今年度は情報通信業，医療機関（看護職）

についてのインタビュー調査を行い，それ

らの結果と昨年度のものを参考に，「生産性

向上と健康増進の両立を可能にする 1)メン

タルヘルス対策（１次予防）と 2)腰痛対策

（腰痛予防）のガイドライン（案）が完成

した。 

このガイドラインには，現場の生の意見

や要望が数多く反映されている。次年度は

このガイドラインを活用した試行を複数の

事業場にて行い，その際の意見やコメント

などをもとにガイドラインを完成する予定

である。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）労働生産性の向上に寄与する健康増進手

法の検討：メンタルヘルスの向上手法（島

津明人他） 

①職場環境へのポジティブアプローチ 

本研究のためのワークショップが円滑に

進むよう，ポジティブアプローチの主旨に

基づき，「ネガティブな言葉を用いない」と

いうルールを定め，ホワイトボードにワー

クショップのタイムスケジュールを示し，

グループ討議の内容や活動計画について，

模造紙にマジックペンで記載してもらうな

どの工夫をした。 

本ワークショップの動画マニュアル化に

際して検討すべき事項として，経営者や職

場の責任者向けにワークショップの流れを

説明した数分の動画マニュアルを作成する

こと，これとは別に，実践者向けのワーク

ショップの詳細なマニュアルを作成するこ

と，この時，ワークショップのプロセス毎

にそれぞれ動画マニュアルを分けて作成す

ることなどが挙げられた。 

マニュアル（案）の改訂について検討すべ

き事項としては，ワークショップの一連の

流れの理解を促進するために，職場の資源

（強み）チェックリスト，タイムテーブル，

記録シートなどの資料を巻末に掲載するこ

と，ワークショップ実施に対する負担軽減

のため，マニュアル（案）の本文やタイム

テーブルにイラストや図を多用し，なるべ

く文字による情報を減らすことが挙げられ

た。 

 

②CREW マニュアルの作成とその効果 

本研究では文献レビューの結果と大学病

院での実践を参考に，CREW マニュアルの

原案を作成し, 作成されたマニュアル原案

をもとに一つの企業において CREW プロ

グラムの前後比較試験を実施した。調査結

果は現在解析中であるが, 従業員からは

「期待できる取り組み」との評価が得られ

ている。日本におけるパイロット試験では

有意な結果は得られなかったが, 海外にお

ける先行研究では概ね良好な介入効果が報

告されているため, 先行研究のレビュー結

果から CREW プログラムの要素を丁寧に

抽出した上で, 日本での実践例を加え, 日

本の職場に則した効果的な CREW プログ

ラムが実施できるようなマニュアルの作成

が必須であると考えられる。 

 

②ジョブ・クラフティング介入プログラム

の作成とその効果 

介入プログラムの参加者の 8 割以上から，

「満足できた」および「理解できたと」の

回答が得られ，個人が，研修を通して自身

のやりがいや，働き方を見直すきっかけに

なったと考えられる。 
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 一方，研修に不満と回答した参加者から

は，「裁量権が少ない職種に対しては，ジョ

ブ・クラフティングは合わない気がした」

という感想が得られた。自分の裁量権が少

ないと感じている参加者に対しては，主体

的に，自ら自分の能力や適性に合った働き

方を目指すプロセスを難しいと感じるのか

もしれない。加えて、「ジョブ・クラフティ

ングの大切さは理解できるが，自分が実行

できないことを残念に感じる」という意見

もあり，研修後のサポートの充実の重要性

が示唆された。また，本研究では，研修後

にメールや手紙を用いた事後調査を実施し

たが，返信率は低かった。したがって，参

加者の個別の困りごとやニーズを聞きだす

ようなメールでのフォローや，対面でのフ

ォローアップセッションを設けるなどの改

善も検討する必要がある。 

 

2）労働生産性の向上に寄与する健康増進手

法の検討：腰痛の予防手法（松平浩） 

 研究 2 年目となる本年度は，統計学的な

検討に基づいた割付を行い，6 か月の期間

をおき，腰痛と関連情報を把握するための

アンケート調査を行った。この結果，腰痛

の自覚症状改善の割合は,コントロール群

で 13.3%，腰椎伸展体操の普及・実践群で

23.5%，+産業理学療法士による腰痛教育・

相談の実践 22.6％と，いずれの介入によっ

ても上昇していた。 

また腰痛予防対策の実行度はコントロー

ル群で低くなっていた。多変量を調整した

Logistic 回帰分析の結果，両介入群とも有

意に腰痛を改善（コントロール群の約 2 倍）

することが分かった。FABQ が 15 点未満で

あることは腰痛改善の因子であることが明

らかになった。 

 

E. 結論 

本研究では，（1）労働生産性の多面的測

定手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄

与する健康増進手法について主要な職種・

業種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイ

ドラインで提示された介入手法の有効性の

科学的検証，（4）これらの手法の具体的な

手順を示すマニュアルの開発，を目的とし

た。本研究では，生活への支障が大きい健

康問題であるメンタルヘルスと腰痛に注目

した。 

2 年目にあたる本年度は，①労働生産性

の多面的な測定手法を提案するために，労

働生産性の心理社会的・経営学的指標と健

康指標との関連を検討した。さらに，②主

要な職種・業種ごとの健康増進手法に関す

るガイドラインの開発を行うために，主要

な職種・業種ごとの健康増進に関する対策

優先順位の検討を行った。そして，③労働

生産性の向上に寄与する健康増進手法の開

発・精査および効果の検証を行った。 

 

1. 労働生産性の測定手法の検討：心理社

会的指標，生体工学的指標，経済学的

指標に関して，既存および新規の実証

データの解析を行った。 

2. 主要な職種・業種ごとの健康増進に関

するニーズと課題の分析：科学的根拠

および産業保健スタッフ等への意見調

査に基づき，ニーズと課題の抽出およ

びガイドラインの作成を行った。 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の検討：メンタルヘルスの向上手

法に関して，職場環境へのポジティブ

アプローチ，CREW に関する文献レビ

ューおよび日本版 CREW の実践と効
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果検証，ジョブ・クラフティング介入

プログラムの開発とその有効性の検証，

および腰痛予防の大規模介入研究を行

った。 

 

本研究では，実証データの解析を通じて，

労働生産性の測定における心理社会的指標，

生体工学的指標，経済学的指標に関する，

有用な情報が得られた。また，科学的根拠

と産業保健スタッフ等への意見調査から，

主要な職種・業種ごとの健康増進に関する

ニーズと課題が抽出され，有望なガイドラ

インが提案された。加えて，労働生産性の

向上に寄与するメンタルヘルス対策に関し

て，組織および個人のポジティブな要因に

着目したアプローチが有用である可能性が

示された。また，勤労者の腰痛に関しては，

腰痛体操や心理教育などの予防対策により，

罹患リスクを低減することができる可能性

が示唆された。 

 

F. 健康危機情報 

 該当せず。 
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